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第１ 岡山市の内部統制の概要 

１ 岡山市の内部統制に関する方針 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第１項の規定により、岡山市では令

和２年４月１日に「岡山市の内部統制に関する方針」（以下「方針」という。）を策定

し、この方針に基づき全庁をあげて内部統制に取り組んでいます。 

 

 

岡山市の内部統制に関する方針 

 

 １ 基本的な考え方 

本格的な少子高齢社会の到来など社会経済状況は大きくかつ急速に変化し、 

市政を取り巻く環境は複雑化、多様化しています。このような環境下におい 

ても、行政サービスを安定的、持続的、効率的かつ効果的に提供していくた 

め、その要請に対応した地方行政体制を確立することが求められます。 

その実現にあたり、岡山市における事務の適正な執行を確保するため、地 

  方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 150 条第１項の規定に基づき、内部統 

制に関する方針（以下「方針」という。）を策定しました。 

組織的な取組の方向性等を示す本方針に基づき、体制を整備し、職員一人 

ひとりが事務の適正な執行に取り組んでまいります。 

 

２ 内部統制の目的 

  内部統制の目的は事務の適正な執行を確保することであり、具体的には次 

に掲げる４つの事項を目的とします。 

（１）業務の効率的かつ効果的な遂行 

     業務目的の達成に向け、効率的かつ効果的に業務を遂行するため、既存の

内部統制の仕組を生かした取組を推進します。 

 （２）財務報告等の信頼性の確保 

     財務報告等の信頼性を確保するため、情報の適切な保存、管理に努め 

ます。 

 （３）業務に関わる法令等の遵守 

     業務に関わる法令等を遵守するため、職員一人ひとりが根拠法令等への

理解を深めるよう努めます。 

 （４）資産の保全 

     資産の保全を図るため、資産の定期的な確認を行い、正当な手続及び 

承認に基づき、資産の取得、使用及び処分を行います。 
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３ 対象とする事務 

  対象とする事務は、「財務に関する事務」及び「情報の管理及び処理に関す 

る事務」とします。 

 

４ 内部統制の評価 

  内部統制の整備状況及び運用状況について毎年度評価を行い、内部統制評 

価報告書を公表します。 

 

５ その他 

 （１）市長部局以外の事務に関する内部統制の推進 

     水道事業、市場事業、各行政委員会などにおける内部統制について、市長

部局と情報を共有することにより同様の取組を推進します。 

（２）方針の見直し 

     本市を取り巻く状況の変化、評価結果等を踏まえ、必要に応じて方針を見

直します。見直しにより方針を改訂した場合は、その内容を遅滞なく公表し

ます。 

 

令和２年４月１日  
岡山市長 大森 雅夫  

 

 

２ 岡山市の内部統制の体制について 

  方針の策定に先立ち、令和元年７月８日、岡山市内部統制推進本部設置規程を制定し

ました。岡山市内部統制推進本部は、方針の策定等について協議及び情報共有する会議

体としての役割を担っています。（別添１） 

  方針に基づく内部統制の実施について必要な事項を定めるため、令和２年３月１９

日、岡山市内部統制実施規則を制定し、令和２年４月１日施行しました。（別添２） 

  また、それに基づき、本市における内部統制の円滑な実施を図るために遵守すべき事

項等を定めた岡山市内部統制事務処理要領を制定しました。（別添３） 

 (1) 全庁的な体制   

    市長を内部統制最高責任者とし、局区室長、公営企業管理者、教育長、行政委員会

等の事務局長を内部統制実施責任者と位置づけ、局、区、室等を単位とした内部統制

への取り組みを行います。 

(2) 内部統制の推進及び評価 

行政事務管理課（内部統制推進担当）（以下「推進担当」という。）は、方針に基

づき内部統制の整備及び運用を行うとともに、行政事務管理課（内部統制評価担当）
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（以下「評価担当」という。）は、内部統制の整備状況及び運用状況についての評価

を行います。 

(3) 共通業務所管課 

全庁的に共通する業務を所管する課（以下「共通業務所管課」という。）は、所管

する業務に係る各課の不備を推進担当及び評価担当に報告し、適宜改善指導を行うと

ともに、内部統制に関する情報の提供、助言その他必要な協力を行っています。 

（行政執行適正化推進課、行政事務管理課、ＩＣＴ推進課、情報システム課、人事

課、財政課、財産活用マネジメント推進課、契約課、会計課） 
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岡山市内部統制 

推進本部 

本部長：市長 

副本部長：副市長 

局
区
室
長 

行
政
委
員
会 

事
務
局
長 

教
育
長 

公
営
企
業
管
理
者 

本部員 

（令和元年度） 

・基本方針の策定 

・体制の整備 

（令和２年度以降） 

必要に応じて随時開催 

内部統制最高責任者：市長  

内部統制副最高責任者：副市長  

統括内部統制実施責任者：総務局長 

内部統制実施責任者：局区室長  

公営企業管理者、教育長 

行政委員会等の事務局長 

内部統制実施員： 

課相当・地域センターの所属長 

岡山市の内部統制に関する方針 

実施体制 

【情報共有】 
【協  議】 

岡山市内部統制推進本部と実施体制 

（方針の策定）

岡山市内部統制実施規則 

（体制の整備）

会議体
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② 

指導 

⑥評価 

●市 長（内部統制最高責任者） 

●副市長（内部統制副最高責任者） 

●局区室長、公営企業管理者、教育長、 

 行政委員会等の事務局長 

（内部統制実施責任者） 

 局、区、室内の内部統制の推進 

●課長（内部統制実施員） 

 課員のリスク管理活動を監督 

●課員 

 リスクの識別、評価及び 

 対応策の整備、実施 

【日常的モニタリング】 

⑧議会へ提出、公表 

《 推進担当 》 

・内部統制体制の整備及び運用を 

全庁的に推進 

⑤自己点検 

③ 

情報提供 

④指導 

①審査・ 

合議 

③ 

情報提供 

《 評価担当 》 

・内部統制の整備状況及び 

運用状況の独立的評価 

・内部統制評価報告書の 

作成補助 

監査委員 

⑦〈内部統制評価 

 報告書の審査〉 

 内部統制 

 評価報告書 

《共通業務所管課》 

・事務処理の不備を発見 

した場合、指導 

・推進担当及び評価担当へ 

情報提供 

〇 実施体制 

【局、区、室を単位とした内部統制の推進】

内部統制の流れ 
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３ 業務レベルの内部統制の取組 

  業務レベルの内部統制については、岡山市内部統制事務処理要領に基づき規定した

「リスク管理手順」に基づき、局区室等を単位としてリスク管理のＰＤＣＡを回してい

ます。 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(1)  優先リスクに係る対応策の整備、実施   

内部統制実施員（各課の課長等）は、岡山市内部統制事務処理要領に基づき、対象

とする事務の範囲内において、所管する業務の業務執行上のリスクを識別・評価し、

優先度の高いリスク（優先リスク）について対応策を整備し、内部統制実施責任者

（局区室長等）に報告することとなっています。 

令和２年度は各課において５つ以上の優先リスクの対応策を整備し、実施しまし

た。また、年度途中で事務的なミス等が発生した場合、発生原因、再発防止策等を検

討し、適宜優先リスクに追加しました。その結果、令和２年度に各課が対応策を整備

した優先リスクの数は、合計1028となりました。その内訳は次のとおりです。 

 

     ・「財務」に関するもの・・・540（52.5％） 

     ・「情報の管理及び処理」に関するもの・・・488（47.5％） 

 

 (2)  共通リスクに係る対応策の整備、実施   

各局区室等で選定するリスクとは別に、全庁に共通するリスクを３つ設定し、各課

の状況に合わせて対応策に取り組みました。令和２年度の共通リスクは、「郵券類の

不適切な管理」、「支払遅延」、「個人情報の覚書の締結もれ」の３つです。 

(3)  共通業務所管課からの情報  

PLAN（計画） 

・リスクの識別 

・リスクの分析、評価 

・リスク対応策の整備 

DO（実行） 

・リスク対応策の実施  

 
CHECK（点検） 

・リスク対応策の 

有効性の検証 

 
ACTION（改善） 

・リスクの見直し 

・リスク対応策の見直し 

Ｐ Ｃ 

Ａ 

Ｄ 
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共通業務所管課は、所管する業務に係る各課の不備を発見し、又は不備に関する情

報を入手した場合には、推進担当及び評価担当に報告し、適宜改善指導を行っていま

す。推進担当及び評価担当は、共通業務所管課からの報告を受け、必要に応じて各課

に詳細な報告を求めました。また、発生する頻度が高い事務的なミス等について全庁

に周知し、注意喚起を促しました。 

 

第２ 内部統制の評価 

１ 全庁的な内部統制に関する事項 

「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（平成３１年３月 

総務省）の「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」に

基づき、次のとおり全庁的な内部統制の取組について確認を行いました。 

（下記にあげたものは、主に市長部局に関する事項ですが、水道事業、市場事業、各

行政委員会などにおける内部統制についても、市長部局と情報を共有することにより同

様の取組を推進しています。） 

 

全庁的な内部統制（評価項目及び対応策） 

統制環境 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

1-1 長は、地方公共団体

が事務を適正に管理及び執

行する上で、誠実性と倫理

観が重要であることを、自

らの指示、行動及び態度で

示しているか。 

・内部統制の方針の策定これに基づき必

要な体制を整備するため、市長を本部長

とした岡山市内部統制推進本部を設置し

ている。 

・内部統制の組織的な取組の方向性を示

した内部統制に関する方針を策定し、公

表・周知した。 

・市長を内部統制最高責任者とする体制

の整備を行い、内部統制の推進を図って

いる。 

・基本研修等における市長講話等によ

り、誠実性及び倫理観を示している。 

・岡山市内部統制推進本部

設置規程 

・岡山市の内部統制に関す

る方針 

・岡山市内部統制実施規則 
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1-2 長は、自らが組織に

求める誠実性と倫理観を職

員の行動及び意思決定の指

針となる具体的な行動基準

等として定め、職員及び外

部委託先、並びに、住民等

の理解を促進しているか。 

・職務の執行の公正さに対する市民の疑

惑や不信を招くような行為の防止を図

り、もって公務に対する市民の信頼を確

保することを目的とした岡山市職員倫理

規程を定めている。 

・令和２年３月に内部統制に関する方針

を策定し、同年４月１日付けで職員への

周知及び市のウェブサイトに掲載し公表

した。 

・職員が内部統制を具体的に実施するに

あたり、内部統制実施規則及び内部統制

事務処理要領を作成し、職員への周知を

図っている。 

・岡山市職員倫理規程 

・岡山市の内部統制に関す

る方針 

・岡山市内部統制実施規則 

・岡山市内部統制事務処理

要領 

1-3 長は、行動基準等の

遵守状況に係る評価プロセ

スを定め、職員等が逸脱し

た場合には、適時にそれを

把握し、適切に是正措置を

講じているか。 

・公務員倫理の保持及び服務規律の確保

を図るため、職員の懲戒の手続及び効果

に関し必要な事項及び、懲戒処分を厳正

かつ公平に行うため必要な基準を定めて

いる。 

・全庁的に共通する業務を所管する９課

を共通業務所管課と位置づけ、各課から

の合議や審査時に不備を発見し、情報を

入手した場合には、推進担当及び評価担

当に報告し、適宜、改善指導を行うよう

規定した。 

・各課で不備が発生した場合の報告及び

リスク対応策等の整備又は見直しについ

て定め、実施している。 

・岡山市職員の懲戒に関す

る手続及び効果に関する条

例 

・岡山市懲戒処分の基準に

関する要綱 

・岡山市職員の分限処分等

の基準等に関する規程 

・岡山市内部統制事務処理

要領 
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2-1 長は、内部統制の目

的を達成するために適切な

組織構造について検討を行

っているか。 

・市の組織、分掌事務、職制等について

規則を定め、随時見直しを行っている。 

・全庁的な合議体として令和元年７月に

市長を本部長とした岡山市内部統制推進

本部を設置している。 

・岡山市内部統制実施規則により、局長

等を内部統制実施責任者に規定するとと

もに、行政事務管理課における推進担当

及び評価担当の役割を規定している。 

・岡山市事務分掌規則 

・岡山市内部統制推進本部

設置規程 

・岡山市内部統制実施規則 

・岡山市内部統制事務処理

要領 

2-2 長は、内部統制の目

的を達成するため、職員、

部署及び各種の会議体等に

ついて、それぞれの役割、

責任及び権限を明確に設定

し、適時に見直しを図って

いるか。 

・岡山市内部統制実施規則で、職位ごと

の役割等を規定し、内部統制体制を構築

している。 

・内部統制の円滑な実施を図るため、岡

山市内部統制事務処理要領に共通業務所

管課や各課の役割等を規定している。 

・全庁的に内部統制を推進するため、全

庁的な合議体として市長を本部長とした

岡山市内部統制推進本部を設置し、令和

元年７月、令和２年１月に本推進本部会

議を開催している。 

・岡山市内部統制推進本部

設置規程 

・岡山市内部統制実施規則 

・岡山市内部統制事務処理

要領 

3-1 長は、内部統制の目

的を達成するために、必要

な能力を有する人材を確保

及び配置し、適切な指導や

研修等により能力を引き出

すことを支援しているか。 

・職員の能力開発を効果的に推進するた

め、人材育成の目的、方策等を明確にし

た人材育成に関する基本方針として策定

された岡山市人材育成ビジョンに基づ

き、職員の人材育成を進めている。 

・毎年（令和２年は７月実施）全職員を

対象とする予算、契約、歳出・歳入等財

務会計研修を実施し、所属長を対象とす

るリスクマネジメント研修（令和２年は

10月実施）、各局区室で不祥事防止研修

を実施している。                                                                     

・岡山市人材育成ビジョン 

・岡山市職員研修実施方針 

・財務会計・文書・法務研

修（財政課、財産活用マネ

ジメント推進課、契約課、

会計課、監査事務局、総務

法制企画課、行政事務管理

課） 

・リスクマネジメント研修

（所属長対象） 
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3-2 長は、職員等の内部

統制に対する責任の履行に

ついて、人事評価等により

動機付けを図るとともに、

逸脱行為に対する適時かつ

適切な対応を行っている

か。 

・岡山市人事評価実施要綱により、統一

的基準で公正かつ客観的に評価する仕組

みとなっている。人事評価シートでは信

頼される行動の項目で、全体の奉仕者と

しての高い倫理感や責任感を有した業務

の遂行、法令や服務規律を遵守した公正

な職務遂行が明記されている。 

・公務員倫理の保持及び服務規律の確保

を図るため、職員の懲戒の手続及び効果

に関し必要な事項及び、懲戒処分を厳正

かつ公平に行うため必要な基準を定めて

いる。 

・岡山市人事評価実施要綱

（毎年度策定） 

・岡山市標準職務遂行能力

の定め 

・岡山市懲戒処分の基準に

関する要綱 

・岡山市職員の分限処分等

の基準等に関する規程 

 

 リスクの評価と対応 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

4-1 組織は、個々の業務

に係るリスクを識別し、評

価と対応を行うため、業務

の目的及び業務に配分する

ことのできる人員等の資源

について検討を行い、明確

に示しているか。 

・個々の業務の役割分担は、各所属にお

いて検討後、課員の分掌事務割合を記載

する課係別職員配置表を作成し人事課に

毎年度提出している。 

・リスク対応策の整備において、リスク

管理手順で、リスク対応策を実施する主

体を明示するように規定されている。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

4-2 組織は、リスクの評

価と対応のプロセスを明示

するとともに、それに従っ

てリスクの評価と対応が行

われることを確保している

か。 

・岡山市内部統制実施規則により、内部

統制の実施に必要な体制や、役割につい

て規定している。 

・岡山市内部統制事務処理要領により、

各所属が取り組む事項が明記されてい

る。 

・リスク管理手順により、リスク管理の

手順が示されており、リスクの識別及び

対応策の整備の方法や、発生したリスク

の事例報告書の作成・報告及びリスク管

理の自己点検の実施を行うよう規定され

ている。 

・令和２年２月に令和２年度のリスクの

・岡山市内部統制実施規

則 

・岡山市内部統制事務処

理要領 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 
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識別及び対応策の整備を、統括内部統制

実施責任者から全庁へ依頼している。 

5-1 組織は、各部署にお

いて、当該部署における内

部統制に係るリスクの識別

を網羅的に行っているか。 

各所属は、リスクの識別及び対応策の整

備について、統括内部統制実施責任者か

ら全庁への依頼に基づき、全ての事務分

掌を対象に、過去にリスクが発生したも

の、リスクが発生した際に市民や事業者

に影響するものを中心に、事務分掌を原

則５つ以上選択してリスクの識別作業を

行っている。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

5-2 組織は、識別された

リスクについて、以下のプ

ロセスを実施しているか。 

1)リスクが過去に経験した

ものであるか否か、全庁的

なものであるか否かを分類

する 

2)リスクを質的及び量的

（発生可能性と影響度）な

重要性によって分析する 

3)リスクに対していかなる

対応策をとるかの評価を行

う 

4)リスクの対応策を具体的

に特定し、内部統制を整備

する 

・リスク管理手順において、過去に経験

したリスクか否か、全庁的なものか否か

を判定し、発生可能性と影響度（質的重

要性を反映）により分析するよう記載さ

れている。 

・対応策の検討に当たっては、対応策に

係る費用、労力等、実行可能性も考慮し

て、誰（どの職位の職員）がいつ何をす

るのか、具体的に記入している。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

5-3 組織は、リスク対応

策の特定に当たって、費用

対効果を勘案し、過剰な対

応策をとっていないか検討

するとともに、事後的に、

その対応策の適切性を検討

しているか。 

・リスク管理手順に基づき、対応策に係

る費用、労力等、実行可能性を考慮して

リスク対応策の整備を行っている。 

・リスク対応策整備表兼自己点検表にお

いて、有効性や費用・労力等の面から適

切であるかを事後的に評価し、その結果

により次年度のリスク対応策の整備を検

討している。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

・令和２年度リスク対応

策の自己点検並びに令和

３年度リスクの識別及び

対応策の整備について

（R3.3.9岡行第493号） 
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6-1 組織において、自ら

の地方公共団体において過

去に生じた不正及び他の団

体等において問題となった

不正等が生じる可能性につ

いて検討し、不正に対する

適切な防止策を策定すると

ともに、不正を適時に発見

し、適切な事後対応策をと

るための体制の整備を図っ

ているか。 

・各課の事務分掌のうち、過去にリスク

が発生したもの、リスクが発生した際に

市民や事業者に影響するものを中心に選

択するようリスク管理手順により規定し

ており、リスクの識別及び対応策整備表

でも過去に経験したリスクかどうかを識

別している。 

・市においてリスクが発生したときは、

対応策について再検討するとともに、発

生したリスクの事例報告書を作成し、推

進担当及び評価担当、内部統制実施責任

者へ報告するようリスク管理手順に記載

しており、令和２年度で１０３件の報告

がなされている。 

・共通業務所管課から報告された不備や

各課が受けた監査結果等の中で他課でも

発生する可能性が高いものについては全

庁に周知し、再発防止を促した。 

・推進担当は他都市で発生した不正等に

ついての情報を収集し、本市においても

発生可能性があるかどうかの検討を行っ

た。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  統制活動 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

7-1 組織は、リスクの評

価と対応において決定され

た対応策について、各部署

において、実際に指示通り

に実施されているか。 

・リスク対応策整備表兼自己点検表にお

いて、各課で対応策の実施状況を記載

し、所属長等による確認がなされ、各課

で整備上及び運用上の不備の有無につい

て評価している。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 



- 13 - 

 

7-2 組織は、各職員の業

務遂行能力及び各部署の資

源等を踏まえ、統制活動に

ついてその水準を含め適切

に管理しているか。 

・リスク発生防止の有効性、費用、労力

の面での実行性の観点から、リスク対応

策整備表兼自己点検表で対応策の有効性

を評価している。 

・リスクが発生した際には、随時対応策

の見直しを行い、修正した対応策を内部

統制実施責任者及び推進担当及び評価担

当へ報告した。 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

8-1 組織は、内部統制の

目的に応じて、以下の事項

を適切に行っているか。 

1) 権限と責任の明確化 

2) 職務の分離 

3) 適時かつ適切な承認 

4) 業務の結果の検討 

1)岡山市事務分掌規則、岡山市事務決裁

規程により各課の権限と責任が規定され

ており、個々の業務の役割分担は、各所

属において検討後、課員の分掌事務割合

を記載する課係別職員配置表を作成し、

人事課に毎年度提出している。 

2)岡山市契約規則等において、検査時に

は検査員以外の職員の立ち会いのうえ行

うことを規定し、不正又は誤謬等の行為

が発生するリスクを減らすため、職務を

複数の者の間で適切に分担又は分離させ

ている。 

 また、適正な会計処理の手続マニュア

ルにおいても、物品の納品検査における

チェック機能を強化している。 

3)岡山市事務決裁規程に則り、適時かつ

適切な承認を行っている。 

4)共通業務所管課による審査や合議で発

見した不備の情報を、推進担当が入手

し、必要に応じて是正措置を行うよう指

導している。  

・岡山市事務分掌規則 

・岡山市事務決裁規程 

・課係別職員配置表 

・岡山市内部統制実施規

則 

・岡山市契約規則 

・岡山市工事検査規程 

・岡山市物品等契約事務

処理の運用基準 

・岡山市委託業務検査規

程 

・適正な会計処理の手続

マニュアル 

・岡山市内部統制事務処

理要領 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

8-2 組織は、内部統制に

係るリスク対応策の実施結

果について、担当者による

報告を求め、事後的な評価

及び必要に応じた是正措置

を行っているか。 

・リスク対応策の実施結果について、所

属長は担当者による報告を求め、自己点

検を行い、適宜、対応策の整備又は見直

しを行うよう規定している。 

・岡山市内部統制事務処

理要領 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

・令和２年度リスク対応
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策の自己点検並びに令和

３年度リスクの識別及び

対応策の整備について

（R3.3.9 岡行第 493 号） 

 

  情報と伝達 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

9-1 組織は、必要な情報

について、信頼ある情報が

作成される体制を構築して

いるか。 

・岡山市内部公益通報に関する規程によ

り、通報は原則実名で通報事実の日時・

場所・証拠等をわかりやすく伝えること

等を定め、情報の信頼性を担保してい

る。 

・発生した不備等について、岡山市内部

統制事務処理要領により、担当課だけで

なく、共通業務所管課からも情報を入手

する仕組みを構築している。 

・共通業務所管課等から全庁へ向けての

各種の通知や依頼により、信頼のある報

告等を作成する体制を構築している。 

（例：財政課において予算書作成時にチ

ェックシートを活用した不備の発生防止

に取り組んでいる。 

 会計課において「財務会計の事務処理

について（通知）」のなかで、決算に向

けた注意喚起を行っており、決算書作成

上の不備の発生防止に取り組んでい

る。） 

・岡山市文書取扱規程において、文書の

正確かつ迅速な取扱いや、処理経過の明

確化や整理により、事務効率の向上に努

めることを定め、文書ハンドブックにお

いて、文書作成等の解説を行っている。 

・岡山市内部公益通報に

関する規程 

・岡山市内部統制事務処

理要領 

・予算書チェックシート 

・歳入歳出会計事務処理

について（岡会第１号） 

・岡山市文書取扱規程 

・文書ハンドブック 
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9-2 組織は、必要な情報

について、費用対効果を踏

まえつつ、外部からの情報

を活用することを図ってい

るか。 

・他市のウェブサイト等外部からの信頼

ある情報を入手し、市で共有し、リスク

管理に活かす取組みを行っている。 

・パブリックコメントを実施し（令和２

年度１７件）、広く市民等の市政への積

極的な参加の機会を確保し、多様な意見

を反映させた政策形成を行うとともに、

市政の運営における公正の確保と透明性

の向上を図っている。 

・市民の要望等に速やかに対応し、市民

サービスの向上を図るとともに、本市の

施策及び業務改善に反映させるため、広

聴主任者を置いている。 

・岡山市パブリックコメ

ント手続実施要綱 

・岡山市広聴主任者設置

規則 

・広聴の手引 

9-3 組織は、住民の情報

を含む、個人情報等につい

て、適切に管理を行ってい

るか。 

・岡山市個人情報保護条例に基づき、個

人情報が適切に扱われている。 

・同規則に基づき、保有個人情報の取扱

いを委託する際には、受託者と「市の保

有する個人情報の取扱委託に関する覚

書」を締結している。 

・「個人情報の覚書の締結もれ」を令和

２年度共通リスクに設定し、全庁へ注意

喚起を行った。 

・岡山市個人情報保護条

例 

・岡山市個人情報保護条

例施行規則 

・内部統制に係るリスク

の識別及び対応策の整備

（R2.2.14岡行第465号） 

・リスク管理手順 

10-1 組織は、作成された

情報及び外部から入手した

情報が、それらを必要とす

る部署及び職員に適時かつ

適切に伝達されるような体

制を構築しているか。 

・外部からの情報で不正又は過誤等の内

部統制に生かせる情報については、その

情報の扱いが適切になされるよう岡山市

広聴主任者設置規則を遵守するとともに

広聴の手引の活用が図られるよう周知し

ている。 

・情報が適時かつ適切に必要とする部署

及び職員に伝達されるよう掲示板、メー

ル、共通様式等を活用している。 

・岡山市広聴主任者設置

規則 

・広聴の手引 
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10-2 組織は、組織内にお

ける情報提供及び組織外か

らの情報提供に対して、か

かる情報が適時かつ適切に

利用される体制を構築する

とともに、当該情報提供を

したことを理由として不利

な取扱いを受けないことを

確保するための体制を構築

しているか。 

・岡山市内部公益通報に関する規程によ

り、岡山市行政執行適正化推進委員会公

益通報部会に行政運営上の違法行為等に

関して行われる不正防止のための内部通

報ができるよう規定されており、通報者

を保護するため、不利益的な取扱いの禁

止が定められている。 

・労働者からの公益通報を適切に処理す

るため、市が講じるべき措置を定めるこ

とにより、事業者の法令遵守を推進し、

もって市民生活の安定と社会経済の健全

な発展を期することを目的として、岡山

市外部公益通報に関する規程を定めてい

る。 

・岡山市内部公益通報に

関する規程 

・岡山市外部公益通報に

関する規程 

 

  モニタリング 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

11-1 組織は、内部統制の

整備及び運用に関して、組

織の状況に応じたバランス

の考慮の下で、日常的モニ

タリングおよび独立的評価

を実施するとともに、それ

に基づく内部統制の是正及

び改善等を実施している

か。 

・共通業務所管課による合議・審査の際

のチェックや各課においても、内部統制

の自己点検を行うなど日常的モニタリン

グを行っており、そこで発見された不備

は、改善するよう指導を行っている。 

・評価担当が、自己点検結果の確認やリ

スクの発生状況等を踏まえ、独立的評価

を行った。また、自己点検や評価の結果

を踏まえ、令和３年度のリスク対応策を

整備することとしている。 

・岡山市内部統制事務処

理要領 

11-2 モニタリング又は監

査委員等の指摘により発見

された内部統制の不備につ

いて、適時に是正及び改善

の責任を負う職員へ伝達さ

れ、その対応状況が把握さ

れ、モニタリング部署又は

・モニタリング等により内部統制の不備

を発見した場合には、担当課に伝達し、

担当課の是正・改善状況を推進担当及び

評価担当に報告するよう岡山市内部統制

事務処理要領に規定している。 

・評価担当は監査委員へ情報提供するよ

う岡山市内部統制事務処理要領に規定し

ている。 

・岡山市内部統制実施規

則 

・岡山市内部統制事務処

理要領 
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監査委員等に結果が報告さ

れているか。 

・監査委員からの指摘により発見された

内部統制の不備について措置を講じた際

には、地方自治法第 199 条第 14 項によ

り、監査委員に報告している。 

・監査事務局から出された問題点及び指

導事項について、改善策とともに各課か

ら評価担当へ報告している。 

・各課の自己点検により対応策の不備が

発見された場合には推進担当及び評価担

当に報告している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＩＣＴへの対応 

評価項目 実施事項（対応策） 主な規程等 

12-1 組織は、組織を取り

巻くＩＣＴ環境に関して、

いかなる対応を図るかにつ

いての方針及び手続を定め

ているか。 

・情報資産に係る機密性、完全性及び可

用性を維持するための対策の基準を定

め、市民のプライバシー、財産等を保護

するとともに、行政事務の適正な運営に

資することを目的に岡山市情報セキュリ

ティポリシーを策定しており、所有する

すべての情報資産の取扱について共通的

に実施すべき手順を岡山市情報セキュリ

ティ全庁共通実施手順に定めている。 

・岡山市情報セキュリティポリシーに基

づき、業務系ネットワーク利用者が遵守

すべき情報セキュリティ対策の実施手順

を定めている。 

・主要なシステムの保有課においても、

実施手順を定め運用している。 

・岡山市情報セキュリテ

ィポリシー 

・岡山市情報セキュリテ

ィ全庁共通実施手順 

・岡山市業務系ネットワ

ーク利用者における情報

セキュリティ実施手順 

12-2 内部統制の目的のた

めに、当該組織における必

要かつ十分なＩＣＴの程度

を検討した上で、適切な利

用を図っているか。 

・情報セキュリティ監査の実施及び情報

システム調達ガイドラインの適宜見直し

を行う。 

・情報セキュリティ対策が岡山市情報セ

キュリティポリシーに準拠しているこ

と、及びその対策の実施事項が効果のあ

る妥当なものであることを検証するた

・情報システム調達ガイ

ドライン 

・岡山市情報セキュリテ

ィポリシー 
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め、情報セキュリティ監査及び自己点検

を実施する。 

12-3 組織は、ＩＣＴの全

般統制として、システムの

保守及び運用の管理、シス

テムへのアクセス管理並び

にシステムに関する外部業

者との契約管理を行ってい

るか。 

・重要システム保有課で情報システム調

達ガイドラインに則り保守及び運用する

ようＩＣＴ推進課、情報システム課で周

知している。 

・ＩＣＴ推進課において情報セキュリテ

ィ監査を実施し、対象課に対してシステ

ムの保守及び運用の管理等の指導を行っ

た。 

・個人情報の取扱委託がある場合には、

岡山市事務決裁規程に基づき、「市の保

有する個人情報の取扱委託に関する覚

書」を締結する際に行政事務管理課に合

議しており、確認作業がなされている。 

・外部業者に委託する場合には、必要に

応じて情報セキュリティ要件を明記した

協定を締結するよう岡山市情報セキュリ

ティポリシーに規定しており、システム

保有課は同ポリシーに沿った運用を行っ

ている。 

・情報システム調達ガイ

ドライン 

・岡山市情報セキュリテ

ィポリシー 

・岡山市事務決裁規程 

・岡山市個人情報保護条

例 

12-4 組織は、ＩＣＴの業

務処理統制として、入力さ

れる情報の網羅性や正確性

を確保する統制、エラーが

生じた場合の修正等の統

制、マスター・データの保

持管理等に関する体制を構

築しているか。 

・岡山市情報セキュリティポリシーに情

報システムにおける入出力データの正確

性の確保が規定されており、情報システ

ム調達ガイドラインのチェック項目とし

て設けることで、実行できる仕組みを構

築している。 

・岡山市情報セキュリテ

ィポリシー 

・情報システム調達ガイ

ドライン 

 

確認の結果、全庁的な内部統制については有効に整備及び運用されていると評価しま

した。 
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２ 業務レベルの内部統制に関する事項 

(1) 各課による自己点検 

   各課は令和３年３月３１日を基準日として、※「整備上の不備」及び「運用上の不

備」の有無について、自己点検を実施しました。点検の結果は次のとおりです。 

   ※整備上の不備・・・内部統制が存在しない、規定されている方針及び手続では内部統制の

目的を十分に果たすことができない、又は規定されている方針及び手続が適切に適用されて

いないもの 

   ※運用上の不備・・・整備段階で意図したように内部統制の効果が得られておらず、結果と

して不適切な事項を発生させたもの 

 

① 優先リスクに関するもの 

 事務の 

種類 

不備の種別 

計 

整備上の不備 運用上の不備 

財務 2 26 28 

情報 3 23 26 

計 5 49 54 

   このうち、整備上の不備とした理由は、  

    ・想定した効果が得られなかった・・・２ 

    ・定められた手順等に従わなかった・・・２ 

    ・その他（対応策自体が不適切であった）・・・１ 

   であり、令和３年度に向けて改善を求めました。 

 

  ② 共通リスクに関するもの 

リスクの名称 

不備の種別 

計 

整備上の不備 運用上の不備 

郵券類の不適切な管理 0 1 1 

支払遅延 0 3 3 

個人情報覚書の締結もれ ※7 0 7 

計 7 4 11 

   ※各課の自己点検に共通業務所管課からの報告を加えた数字 
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個人情報覚書の締結もれによる個人情報の漏えいは発生しませんでしたが、覚書の

適切な締結について、共通業務所管課から指導を行いました。 

   ①、②で発生したリスクについては、発生の都度、内部統制実施責任者、推進担当

及び評価担当へ報告されました。その内容については(2)のとおりです。 

 

(2) 発生したリスク 

各課及び共通業務所管課から報告された事務的なミス等について、評価担当がミス

等の種類、発生原因及び再発防止策の分類を行いました。 

 

■分類ごとの報告件数 

 ①「財務」に関すること  

分類 件数 内訳 件数 

契約 3 

契約書類の不備 1 

設計書の誤り 1 

検査の不備 1 

現金等の管理 2 
不適切な現金管理 1 

不適切な郵券類の管理 1 

収入 14 

減免の誤り 2 

収納金の誤り 7 

収納手続きの誤り 2 

賦課漏れ、誤賦課 3 

支出 23 
支払遅延 ※4 

誤払い 19 

財産管理 3 
財産管理の不備 1 

物品の不適切な管理 2 

予算・決算 2 
予算書の誤り 1 

予算費目の誤り 1 

計 47   47 

 ※複数回発生した課があったため、(1)②の数字とは一致しない 
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②「情報の管理及び処理」に関すること  

分類 件数 内訳 件数 

作成 6 
作成書類の誤り 5 

著作権抵触 1 

処理 10 

システムエラー 3 

処理の漏れ 4 

処理の遅延 2 

処理の誤り 1 

発信 14 誤送付・誤交付 14 

保管 2 書類の紛失 2 

計 32   32 

 

■発生の原因 

原因種別 
件数 割合（％） 

財務 情報 財務 情報 

①法令等根拠の確認・理解不足 4 3 6.1 7.1 

②不十分な進捗管理・管理監督 1 5 1.5 11.9 

③繁忙・困難業務等への不十分な対応 1 0 1.5 0 

④情報共有・連絡・報告不足 0 5 0 11.9 

⑤事務引継不足 5 2 7.6 4.8 

⑥倫理観や責任感の欠如 12 0 18.2 0 

⑦不注意・失念・確認不足 43 24 65.2 57.1 

⑧その他 0 3 0 7.1 

合計 66 42 100 100 
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■再発防止策 

再発防止策種別 
件数 割合（％） 

財務 情報 財務 情報 

①注意喚起・確認の徹底 22 11 30.1 23.4 

②研修の実施、参加 0 1 0 2.1 

③マニュアル、事務手順の作成、見直し 19 14 26.0 29.8 

④システム、様式等の改修 3 4 4.1 8.5 

⑤チェック体制の強化 28 15 38.4 31.9 

⑥その他 1 2 1.4 4.3 

合計 73 47 100 100 

（注）発生の原因、再発防止策は2つまであげているため、事務的なミス等の総数とは一致しな

い。また、割合の数値は、小数点第二位を四捨五入したため、計数が一致しない場合があ

る。 

 

   評価対象期間中に発生した事務的なミス等で、発生課においてリスク対応策を整備

していなかったものについては、改善または是正を行うとともに、次年度のリスク識

別時、対象リスクとするかの検討を行うよう指導しました。 

 

(3) 業務レベルの内部統制に関する評価 

   評価担当は、業務レベルの内部統制について、岡山市内部統制事務処理要領に定め

た評価項目に基づき有効性の評価を行うとともに、（2）で分析した事務的なミス等に

ついて、※「整備上の重大な不備」もしくは「運用上の重大な不備」に該当するかの判

定を行いました。 

※「整備上の重大な不備」・・・規定されている方針及び手続では内部統制の目的を十分に果た

すことができない、又は方針及び手続が適切に適用されていない等により、大きな経済的又は

社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いもの 

※「運用上の重大な不備」・・不適切な事項が実際に発生したことにより、結果的に大きな経済

的・社会的不利益を生じさせたもの 

 

 業務レベルの内部統制についての評価項目 

  ①リスク対応策の整備が適時に実施されたか 

  ②リスク対応策の内容が適切であったか 

  ③自己点検やその後の改善が適切に実施されたか 
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 重大な不備についての着眼点 

  ①経済的又は社会的な不利益を被った人数 

  ②不利益が生じた金額 

  ③影響度の大きさ 

   ・市民の安全性を脅かすもの 

   ・行政の信頼性や公平性を著しく損ねるもの 

   ・公表を行ったものや、新聞等の報道がされたもの 

 

  その結果、重大な不備と判定されたのは次のとおりです。 

公表日 局区室名 概要・原因 行った対応 再発防止策 

令和2年 

12月9日 

都市整備局 

市民生活局 

教育委員会事

務局 

産業観光局 

下水道河川局 

水道局 

土壌汚染対策法第４条第１項で

は、3000㎡以上の土地の形質変更

を行う場合は、着手の30日前まで

に市長への届出が義務付けられて

いるが、届出を行わないまま工事

に着手した事案が67件判明した。

対象となる行為に関する認識不足

や、事業の引継ぎの中で失念して

いたため。 

無届事案につい

て調査を行い、

全事案について

土壌汚染のおそ

れがないことを

確認した。 

（令和3年3月31

日公表） 

法令を正しく理

解するよう、文

書による注意喚

起を行った。 

チェックリスト

を作成し、届出

漏れがないか複

数人で確認する

体制を整えた。 

令和3年 

4月28日 

教育委員会事

務局 

・建築設計委託業務において、他

課の検査員が完了検査を行うべき

ところを自課の検査員が検査を行

い、検査報告書を作成した。 

・成果品が不十分であるとわかっ

ていながら、成果品を確認するこ

となく、委託業務を合格とする検

査報告書等を作成した。 

 教育委員会事務局において、専 

門的知見を有する職員は、学校施

設課職員に限定され、また、検査

規程に局外へ検査依頼する規定が

なかったことなどから、組織全体

に検査規程に対する理解が不十分

であったため。 

不足していた成

果品は令和2年

12月に補完し、

工期に遅れは生

じなかった。 

局外他課への検

査依頼の事務手

続を定め、円滑

かつ適正な検査

の執行を図るた

めに、令和3年3

月23日、新たに

検査取扱要領

（内規）を制定

し、その内容を

周知徹底した。 
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第３ まとめ 

 上記評価作業の結果、評価期間中、整備上の重大な不備を把握しましたが、評価基準日

である令和３年３月３１日までに是正されていることを確認したため、岡山市の「財務に

関する事務」及び「情報の管理及び処理に関する事務」に係る内部統制は評価基準日にお

いて有効に整備及び評価対象期間において有効に運用されていると判断しました。  



 

 

 

 

別       添 

 



 



- 25 - 
 

○岡山市内部統制推進本部設置規程 

令和元年７月８日 

市訓令甲第２２号 

（設置） 

第１条 地方自治法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第５４号）による改正後の

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第１項の規定に基づき，財務に関す

る事務等の管理及び執行が法令に適合し，かつ，適正に行われることを確保するための

方針（以下「基本方針」という。）を定め，及びこれに基づき必要な体制を整備するた

め，岡山市内部統制推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は，次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 基本方針の策定に関すること。 

（２） 基本方針に基づく必要な体制の整備に関すること。 

（３） その他内部統制の推進のために必要と認められる事項に関すること。 

（組織） 

第３条 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は，市長とし，会務を総理する。 

３ 副本部長は，副市長をもって充て，本部長を補佐し，本部長に事故のあるとき又は本

部長が欠けたときは，その職務を代理する。 

４ 前項の規定により本部長の職務を代理する副本部長の順序は，次のとおりとする。 

（１） 副市長（総務局担当） 

（２） 副市長（総務局担当以外） 

５ 本部員は，別表第１に掲げる者及び本部長が別に指名する者をもって充てるほか，別

表第２に掲げる者に委嘱する。 

（会議） 

第４条 推進本部の会議は，本部長が必要に応じて招集する。 

２ 推進本部の会議の議長は，本部長がこれに当たる。 

３ 本部長は，必要に応じて，会議に関係者の出席を求め，その意見又は説明を聴くこと

別添１ 
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ができる。 

（幹事会） 

第５条 推進本部の所掌事務に関する個別的事項を検討するため，推進本部に幹事会を設

置することができる。 

２ 幹事会は，代表幹事及び幹事をもって組織する。 

３ 代表幹事は，行政事務管理課長をもって充てる。 

４ 幹事は，別表第３に掲げる者をもって充てるほか，別表第４に掲げる者に委嘱する。 

５ 幹事会の会議は，代表幹事が必要に応じて招集する。 

６ 代表幹事は，必要に応じて会議に関係者の出席を求め，その意見又は説明を聴くこと

ができる。 

（部会） 

第６条 代表幹事は，専門的な事項又は特に重要な事項について調査検討させるため，必

要に応じて，幹事会に関係職員で構成する部会を設置することができる。 

（庶務） 

第７条 推進本部の庶務は，行政事務管理課において行う。 

（委任） 

第８条 この訓令に定めるもののほか，推進本部の運営等に関し必要な事項は，本部長が

別に定める。 

附 則 

この訓令は，公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

理事（危機管理担当局長） 市長公室長 政策局長 総務局長 財政局長 市民生活局

長 市民協働局長 北区長 中区長 東区長 南区長 保健福祉局長 岡山っ子育成局

長 環境局長 産業観光局長 都市整備局長 下水道河川局長 会計管理者 消防局長 

別表第２（第３条関係） 

水道事業管理者 市場事業管理者 教育長 選挙管理委員会事務局長 人事委員会事務

局長 第一農業委員会事務局長 第二農業委員会事務局長 

別表第３（第５条関係） 
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危機管理担当課長 秘書課長 政策企画課長 総務法制企画課長 財政課長 市民生活

企画総務課長 市民協働企画総務課長 北区役所総務・地域振興課長 中区役所総務・

地域振興課長 東区役所総務・地域振興課長 南区役所総務・地域振興課長 保健福祉

企画総務課長 こども企画総務課長 環境企画総務課長 経済企画総務課長 都市企画

総務課長 下水道経営企画課長 会計課長 

別表第４（第５条関係） 

消防局消防総務部消防企画総務課長 水道局総務部企画総務課長 市場事業部総務担当

課長 教育委員会事務局教育総務部教育企画総務課長 選挙管理委員会事務局選挙担当

課長 人事委員会事務局任用・調査担当課長 第一農業委員会事務局総務・農政担当課

長 第二農業委員会事務局総務・農政担当課長 

  



- 28 - 
 

○岡山市内部統制実施規則 

令和２年３月１９日 

市規則第４２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第１項の規定に

基づき市長が定める方針（以下「方針」という。）に基づく内部統制（以下「内部統

制」という。）の実施について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「局等」とは，岡山市の組織及びその任務に関する条例（平成

１３年市条例第３号）第３条に掲げる局室，区役所，消防局，会計管理室，水道局，市

場事業部，教育委員会事務局，選挙管理委員会事務局，人事委員会事務局，監査事務

局，第一農業委員会事務局，第二農業委員会事務局及び議会事務局をいう。 

（内部統制最高責任者等） 

第３条 本市に内部統制最高責任者（以下「最高責任者」という。）及び内部統制副最高

責任者（以下「副最高責任者」という。）を置く。 

２ 最高責任者は市長とし，内部統制に関する事務を総理する。 

３ 副最高責任者は，副市長をもって充て，最高責任者を補佐し，最高責任者に事故のあ

るとき又は最高責任者が欠けたときは，その職務を代理する。 

４ 前項の規定により最高責任者の職務を代理する副最高責任者の順序は，次のとおりと

する。 

（１） 副市長（総務局担当） 

（２） 副市長（総務局担当以外） 

（統括内部統制実施責任者） 

第４条 本市に統括内部統制実施責任者（以下「統括責任者」という。）を置く。 

２ 統括責任者は，総務局長をもって充てる。 

３ 統括責任者は，最高責任者及び副最高責任者の命を受けて，本市における内部統制に

関する事務の統括を行うとともに，内部統制の円滑な実施を図るために遵守すべき事項

その他必要な事項に係る要領（以下「要領」という。）を定め，内部統制に関する事務

別添２ 
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を処理しなければならない。 

（内部統制実施責任者） 

第５条 局等に内部統制実施責任者を置く。 

２ 内部統制実施責任者は，別表第１に掲げる者をもって充てるほか，別表第２に掲げる

者に委嘱する。 

３ 別表第１に掲げる内部統制実施責任者は，最高責任者及び副最高責任者の命を受け

て，要領に従いその所管する局等の事務に係る内部統制に関する事務を処理しなければ

ならない。 

４ 別表第２に掲げる内部統制実施責任者は，要領の趣旨を参酌し，その所管する局等の

事務に係る内部統制に関する事務を処理するよう努めるものとする。 

（内部統制実施員） 

第６条 市長部局の各課（課相当のもの，行政改革推進室及び地域センターを含む。次項

において同じ。）及び市長部局以外の各課（課相当のものを含み，学校を除く。次項に

おいて同じ。）に内部統制実施員を置く。 

２ 内部統制実施員は，市長部局の各課の長をもって充てるほか，市長部局以外の各課の

長に委嘱する。ただし，危機管理室については総務を担当する課長をもって充て，市場

事業部，選挙管理委員会事務局，監査事務局，第一農業委員会事務局及び第二農業委員

会事務局については，総務を担当する課長に委嘱する。 

３ 内部統制実施員は，内部統制実施責任者の命を受けて，課等に係る内部統制に関する

事務を処理しなければならない。 

（内部統制の推進及び評価） 

第７条 行政事務管理課（内部統制推進担当）は，方針に基づき内部統制体制の整備及び

運用を全庁的に推進しなければならない。 

２ 行政事務管理課（内部統制評価担当）は，内部統制の整備状況及び運用状況について

評価を行わなければならない。 

附 則 

この規則は，令和２年４月１日から施行する。 

別表第１（第５条関係） 
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理事（危機管理担当局長） 市長公室長 政策局長 総務局長 財政局長 市民生活局

長 市民協働局長 北区長 中区長 東区長 南区長 保健福祉局長 岡山っ子育成局

長 環境局長 産業観光局長 都市整備局長 下水道河川局長 会計管理者 消防局長 

別表第２（第５条関係） 

水道事業管理者 市場事業管理者 教育長 選挙管理委員会事務局長 人事委員会事務

局長 監査事務局長 第一農業委員会事務局長 第二農業委員会事務局長 議会事務局

長 
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岡山市内部統制事務処理要領 

 

令和２年４月１日 

総 務 局 ⻑ 決 裁 

（目的） 

第１条 この要領は，岡山市内部統制実施規則（令和２年市規則第４２号。以下「規則」

という。）第４条第３項の規定に基づき，本市における内部統制の円滑な実施を図るた

めに遵守すべき事項等について定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領における用語の意義は，地方公共団体における内部統制制度の導入・実

施ガイドライン（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）及び規

則で使用する用語の例による。 

（評価対象期間） 

第３条 内部統制の評価対象期間は，会計年度に合わせるものとする。 

（共通業務所管課） 

第４条 全庁的に共通する業務を所管する課（以下「共通業務所管課」という。）は，別

表第１に掲げる課とする。 

２ 共通業務所管課は，所管する業務に係る各課の不備を発見し，又は不備に関する情報

を入手した場合には，行政事務管理課（内部統制推進担当）（以下「推進担当」とい

う。）及び同課（内部統制評価担当）（以下「評価担当」という。）に報告し，適宜改

善指導を行うものとする。 

３ 共通業務所管課は，推進担当及び評価担当に対し，内部統制に関する情報の提供，助

言その他必要な協力を行うものとする。 

（全庁的な体制の整備） 

第５条 推進担当及び評価担当は，ガイドライン別紙１に示された「地方公共団体の全庁

的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」に基づき，全庁的な体制の整備を行

うものとする。 

（業務レベルのリスク対応策の整備等） 

別添３ 
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第６条 内部統制実施員は，毎年度，別に定めるリスク管理手順により，方針に規定する

対象とする事務の範囲内において，所管する業務の業務執行上のリスクを識別し，評価

し，優先度の高いものについて対応策を整備し，その旨を記載した文書を内部統制実施

責任者に提出しなければならない。 

２ 推進担当は全庁に共通するリスク（以下「共通リスク」という。）を設定し，内部統

制実施員は共通リスクに対する対応策を整備し，当該対応策を記載した文書を内部統制

実施責任者に提出しなければならない。 

３ 内部統制実施責任者は，局等内のリスクの識別，評価及びリスク対応策（以下「リス

ク対応策等」という。）について精査した上で，前２項の文書を推進担当に提出しなけ

ればならない。 

４ 内部統制実施員は，所管する業務に係る不備を把握した場合には，その都度，内部統

制実施責任者，推進担当及び評価担当に報告するとともに，適宜，リスク対応策等の整

備又は見直しを行い，内部統制実施責任者に当該文書を提出しなければならない。 

５ 内部統制実施責任者は，前項の文書について精査した上で，推進担当及び評価担当に

提出しなければならない。 

６ 内部統制実施責任者は第４項の不備を局等内で情報共有し，評価担当は対象とする事

務に係る不備を監査委員に報告するものとする。 

（内部統制の評価） 

第７条 内部統制実施員は，業務レベルの内部統制について，評価対象期間ごとにリスク

対応策に係る内部統制の整備状況及び運用状況を点検（以下「自己点検」という。）

し，その結果を内部統制実施責任者に報告しなければならない。 

２ 内部統制実施責任者は，局等内から報告された自己点検結果を精査の上推進担当及び

評価担当に提出しなければならない。 

３ 評価担当は，業務レベルの内部統制について，自己点検結果を基に，共通業務所管課

からの情報を踏まえて，別表第２に掲げる評価項目により有効性の評価を行うものとす

る。 

４ 評価担当は，全庁レベルの内部統制について，ガイドライン別紙１に示された「地方

公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」に基づき，全庁的な
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内部統制の有効性の評価を行うものとする。 

５ 評価担当による評価の過程において発見された内部統制の不備で，事務の管理及び執

行が法令に適合していないこと又は適正に行われていないことにより，本市若しくは他

の法人又は個人に対し大きな経済的又は社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いもの

又は実際に生じさせたものは速やかに是正し，それ以外のものは適宜，適切な時期に改

善を行わなければならない。 

（内部統制評価報告書の作成） 

第８条 評価担当は，前条第３項及び第４項による評価，並びに同条第５項による是正又

は改善を基に，内部統制評価報告書を作成し，市⻑に報告しなければならない。 

附 則 

この指針は，令和２年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

 行政執行適正化推進課，行政事務管理課，ＩＣＴ推進課，情報システム課，人事課，財

政課，財産活用マネジメント推進課，契約課，会計課 

別表第２（第７条関係） 

 評価項目 

１ リスク対応策の整備が適時に実施されたか。 

２ リスク対応策の内容が適切であったか。 

３ 自己点検やその後の改善が適切に実施されたか。 

 

 


